
 

1 『労務管理』って何？ 

 「事業は人なり」 

⇒人が成長し、その結果として

事業の成長がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

労務管理の目的は組織を活性化し、

事業を発展させることです。 

 

 

 

経営者は、目指す会社像の「経営理

念」、活動方針としての「会社の基本

方針」、「従業員の行動指針」を持た

なければ、適切な労務管理ができませ

ん。 

労働秩序を保つために、日常の活動

に関する判断基準を示し、労働関係法

等に沿ったルールづくりを行う必要が

あります。経営者は労務管理の基本で

ある労働基準法、社会保険制度などコ

ンプライアンスを理解する必要があり

ます。 

2 農業と『労働基準法』 

労働基準法とは、労働者が人たるに

値する生活を営むための労働条件の最

低基準を定めた法律です。 

労働者を一人でも雇えば、個人経

営、法人経営を問わず、その事業は労

働基準法の適用を受けます。労働者に

対する使用者責任が発生します。 

しかし、農業は季節的条件・天候等

に左右されやすいことから、労働基準

法の適用除外があります。農業では原

則として労働時間、休憩、休日に関す

る規定等「農業適用除外 ６項目」があ

りますが、それ以外は労働基準法が適

用されます。  
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事業の実態によっては、業種が農業

ではなく食料品製造業、販売業等とさ

れた場合、労働基準法は例外なく全面

的に適用されます。 

（1）農業適用除外 6 項目 

（この他は適用除外されません） 

（2）法定労働時間が適用されるケース 

①外国人技能実習生 

②６次産業化に取り組む場合等場所

的観念で判断され、販売は商業、

加工は製造業となるケース 

③主たる業務が何かにより事業場の

業種が判断されるケース 

例）農業生産、加工、販売を行う事

業場の主たる業務が食料品製造

業と判断される場合 

①～③のケースとも、時間外・休

日労働の発生には労使間による 36 協

定の締結、労働基準監督署への提出

が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アドレスは 

こちら⇒⇒⇒ 

 

 

 

出典：農業版女性が働きやすい職場

作りガイドブック（労務管理

編） 
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